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Ⅰ 市立病院経営強化プランの策定について 

 

１ 市立病院改革プラン策定の趣旨 

  公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として地域医療の確保

のため重要な役割を果たしています。しかしながら、多くの公立病院にお

いて、経営状況の悪化や医師不足等により医療提供体制の維持が厳しい状

況になっています。 

  このような状況から総務省は、「公立病院改革ガイドプラン」（平成 19

年 12 月 24 日付け総務省自治財政局長通知）及び「新公立病院改革ガイド

ライン」（平成 27 年 3 月 31 日付け総務省自治財政局長通知）により、公

立病院改革プラン及び新公立病院改革プランの策定を要請してきました。 

  これらのプランに基づき各公立病院では、経営改革の取組が行われてき

ましたが、依然として、医師・看護師等の不足、人口減少や少子高齢化の

急速な進展に伴う医療需要の変化、医療の高度化といった経営環境の急激

な変化等を背景として持続可能な経営を確保しきれていないのが実態で

す。さらに、令和６年度から時間外規制が開始される医師の働き方改革へ

の取組や今般の新型コロナウイルス感染症のような新興感染症への平時

からの取組など新たな課題への取組も急務となっています。 

  このような中、総務省は「持続可能な地域医療提供体制を確保するため

の公立病院経営強化ガイドライン」（令和４年３月 29 日付け総務省自治財

政局長通知。以下「ガイドライン」という。）により、公立病院経営強化

プランの策定を要請しました。 

  この要請を受け当院では、持続可能な地域医療提供体制を確保していく

ため、ガイドラインに示された６つの視点に基づき前プランの見直しを行

い、「富士吉田市立病院経営強化プラン」を策定しました。 

 

２ 計画期間 

  プランの計画期間は、令和６年度から令和９年度までの４年間とします。 

 

３ 市立病院の現状 

 ○ 所在地：山梨県富士吉田市上吉田東七丁目 11 番１号 

 

 ○ 使用許可病床数：310 床 

  （一般病床 256 床、療養病床 50 床、感染症病床４床） 

 

 ○ 診療科目：内科、消化器内科、循環器内科、腎臓内科、内分泌内科、

糖尿病内科、脳神経内科、呼吸器内科、膠原病内科、外科、

消化器外科、乳腺外科、内分泌外科、心臓血管外科、呼吸
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器外科、小児科、脳神経外科、整形外科、形成外科、皮膚

科、泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、精神科、

麻酔科、放射線科、リハビリテーション科、リウマチ科、

救急科、歯科口腔外科、以上 31 科 

 

 ○ 職員数（令和５年４月１日現在） 

  医師職   51 名（内、歯科医師１名） 

  看護職   289 名（内、会計年度任用職員 52 名（内、看護助手 16 名）） 

  医療技術職 97 名（内、会計年度任用職員９名） 

  事務職   51 名（内、会計年度任用職員 14 名） 

  合 計   488 名（内、会計年度任用職員 75 名） 

 

 ○ 職員数推移（各年度末職員数（嘱託・臨時職員含む）） 

年 度 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

医師職 44 46 44 50 50 

看護職 283 273 273 279 275 

医療技術職 82 89 95 94 96 

事務職 48 47 51 53 52 

合 計 457 455 463 476 473 

 

 ○ 富士吉田市立病院の基本理念 

   地域の皆さんの健康と暮らしを支える為に、思いやりのある質の高い

医療を提供します。 

 

 ○ 病院の運営方針 

  １．皆さんの尊厳及び権利を尊重し、患者中心の医療を提供します。 

  ２．地域の基幹病院として、高度医療、災害医療、救急医療の充実を図

ります。 

  ３．地域の医療機関、福祉・介護施設、行政機関と連携を密にし地域包

括医療に貢献します。 

  ４．やりがいと誇りを持った人材を育成し、チーム医療を推進します。 

  ５．社会性と経済性に配慮し、適切な経営に努めます。 

 

 ○ 病院運営の主な推移 

年 度 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

外来患者数（人） 153,641 157,368 144,875 153,016 153,505 

外来単価（円） 13,376 13,528 14,280 14,487 15,067 
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入院患者数（人） 82,147 82,211 70,286 71,665 71,098 

入院単価（円） 49,712 51,962 54,391 57,320 59,703 

病床利用率（％） 75.0 74.9 63.4 63.1 61.9 

※病床利用率は一般病床（300 床）で算出 

 

 ○ 各種指定・認定等の状況 

 指 定 

保険医療機関 生活保護指定病院 

労災保険指定病院 結核予防法指定病院 

災害拠点病院 原子爆弾被爆者一般疾病医療取扱

病院（被爆者指定医療機関） 

指定自立支援医療機関 身体障害者福祉法指定医 

養育医療・育成医療各指定病院 小児慢性特定疾患治療研究事業 

救急医療提供病院 特定疾患治療研究事業 

母体保護法指定医 公害医療機関 

精神保健指定病院 第二種感染症指定医療機関 

エイズ拠点病院 難病医療協力病院 

実習病院（市立看護専門学校等） 肝疾患に関する専門医療機関 

地域がん診療病院 東京都肝臓専門医療機関 

山梨大学医学部付属病院地域医療

連携室 

東京医科歯科大学病院医療系連携

施設医療機関 

学校法人昭和大学学外臨床研修医

療機関 

在宅療養後方支援病院 

病院機能評価３rdG：Ver.2.0 ※  

 ※ 公益財団法人日本医療機能評価機構による病院機能評価を取得 

 

 認 定 

NCD（National Clinical Database）施設 

薬学生長期実務実習受入施設 

NST 認定稼働施設 

日本糖尿病学会教育関連施設 

日本消化器病学会認定施設 

日本腎臓学会認定教育施設 



4 
 

日本消化器外科学会専門医制度指定修練施設 

日本外科学会専門医制度修練施設（指定施設） 

日本がん治療認定医認定研修施設 

日本乳癌学会関連施設 

指導連携施設 

日本大腸肛門病学会認定施設 

日本リウマチ学会教育施設 

日本整形外科学会専門医研修施設 

椎間板酵素注入療法実施可能施設 

専門研修連携施設 

新生児認定補完施設 

日本耳鼻咽喉科学会専門医研修施設 

日本脳卒中学会一次脳卒中センター（PSC） 

日本眼科学会専門医制度研修施設 

日本心血管インターベンション治療学会専門医研修関連施設 

日本循環器学会専門医研修関連施設 

日本泌尿器科学会専門医拠点教育施設 

日本透析医学会専門医認定施設 

日本麻酔科学会専門研修連携施設 

日本麻酔科学会認定施設 

日本口腔外科学会認定准研修施設 

日本口腔ケア学会認定施設 

日本神経学会専門医制度教育関連施設 

日本内分泌学会認定教育施設 
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Ⅱ 経営強化プランの概要 

  ガイドラインの６つの視点に基づく当院の経営強化プランの概要は次

のとおりとなります。 

 

１ 役割・機能の最適化と連携の強化  

 

⑴  地域医療構想等を踏まえた市立病院の果たすべき役

割・機能 
P9-11 

 

① 複数疾患を抱える高齢者等に対応するための高度医

療を提供します。 
 

② 富士・東部医療圏での「お産ができる病院」の体制

を維持します。 
 

③ 放射線治療・化学療法・乳がん検診等のがん診療体

制を維持します。 
 

④ 富士北麓の地域災害拠点病院としての役割を果たし

ます。 
 

⑤ 富士東部地域の急性期医療を担う中核病院としての

役割を果たします。 
 

⑵  地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役

割・機能 
P11-12 

 

①  回復期病床を継続して運用できるよう取り組みま

す。 
 

② 在宅療養後方支援病院としての役割を果たします。  

③ 院内に訪問看護ステーションを設置し、在宅患者を

直接支援する体制を構築します。 
 

⑶ 機能分化・連携強化 P12 

 

① 山梨赤十字病院との機能分化について検討します。  

② 地域の医師会との一次救急体制の調整・整備につい

て検討します。 
 

③ 在宅医が在宅患者を診療するための後方支援体制の

充実化について検討します。 
 

⑷ 医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 P13-14 

 プラン記載のとおり  

⑸ 一般会計負担の考え方 P14-16 

 
① 一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方

は、総務省通知に示された基準によるものとします。 
 

⑹ 住民の理解のための取組 P17 
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①  適切な受診への誘導や健康づくりの一助とするた

め、広報誌等を使った有用な情報提供に努めます。 
 

② 地元医師会に対し、当院の診療情報を提供すること

で、他医療機関からの患者紹介の増加や連携強化を目

指します。 

 

２ 医師・看護師等の確保と働き方改革  

 

⑴ 医師・看護師等の確保 P17-20 

 

① 医師については、大学病院との連携を一層強固なも

のとし、働きやすい職場環境の整備を行い、恒常的な

常勤医師の確保に努めていきます。 

 

② 看護師等他医療スタッフについては、近隣学校への

働きかけと、各種実習の受入れや職員の出張派遣を行

い、人員の確保に努めていきます。 

 

③ 認定資格の取得の支援や、接遇技術等の向上に資す

る各種委員会の設置、医療安全研修等の実施により、

優れた人員の育成に努めていきます。 

 

⑵ 臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 P20-21 

 
① 大学病院との協定に基づく臨床研修・実習を継続的

に実施し、研修医や若手医師の確保に努めます。 
 

⑶ 医師の働き方改革への対応 P21-22 

 

① 「富士吉田市立病院医師労働時間計画」に基づき、

医師の労働時間の短縮を図り、国が示す基準であるＡ

水準（時間外 960 時間以内）を目指します。 

 

３ 経営形態の見直し P22-23 

 

① 現状においては地域に必要な医療機能の維持が可能で

あることから、直営での経営形態を継続します。 
 

② 今後、公立病院の経営を取り巻く環境が厳しさを増すこ

とが想定されるため、将来における経営形態の見直しの必

要性について検討します。 

 

４ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 P23-24 

 

① 富士東部地域の医療機関や保健所と連携し、新興感染症

を想定した定期的な訓練を開催する中で、新興感染症に備

える取組を継続していきます。 

 

② 新興感染症の感染拡大を想定し、感染症専門人材の確

保・育成、感染防護服の備蓄など、有事の際を想定した備

えを行います。 
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５ 施設・設備の最適化  

 

⑴ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制 P24-25 

 

① 令和５年度に「富士吉田市立病院長寿命化計画」を

更に充実した内容へと改定し、費用の平準化を図りな

がら、計画的な施設・設備の更新を進めます。 

 

② 医療機器については、導入目的及び投下資本回収の

検証並びに更新の必要性、優先順位等の精査を行い、

組織的な意思決定のもと計画的な導入・更新を進めま

す。 

 

⑵ デジタル化への対応 P25 

 

① ＡＩ問診や勤怠管理システムなど様々な業務効率化

ツールについて情報収集に努め、導入に当たっては費

用対効果を見極めて導入するようにします。 

 

② ランサムウェアなどの情報セキュリティに対する脅

威への対応として、最新の情報収集に努め、職員研修

を通して院内の情報セキュリティ意識を高めるよう努

めます。 

 

６ 経営の効率化等  

 

⑴ 経営指標に係る数値目標 P25-27 

 プラン記載のとおり  

⑵ 目標達成に向けた具体的な取組  

 

ア 民間的経営手法の導入に伴う具体的な取組 P27-28 

 

① 病院職員の経営参画意識の醸成を図るため「経営

企画会議」「院内幹部会議」の運用を継続します。 
 

② 経営判断に資する目標値の設定について検討し

ます。 
 

イ 経費削減・抑制対策 P28-30 

 

① 物流管理（ＳＰＤ）業務委託を通して、民間事業

者が持つ全国データのベンチマークシステムを活

用し、コスト削減に取り組みます。 

 

② 院内各種委員会を通して、医薬品、診療材料等の

納入先、採用品目、価格等について不断の検証を行

い、コスト削減を図ります。 

 

③ 省エネ対策として、院内空調自動制御システムの

活用、照明設備のＬＥＤ化、職員の節電意識の醸成

を進めます。 
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④ 購入金額や薬価差益を十分検討した上で、後発医

薬品（ジェネリック）導入の拡大導入について検討

します。 

 

ウ 収入確保対策 P30-34 

 

① 院内施設の移転・廃止を含めた拡充整備を進める

ことで、新たな院内スペースの確保はもとより、福

利厚生の充実、予防医療及び回復期機能の強化等を

図ります。 

 

② 回復期リハビリテーション病棟入院料を５から

３に引き上げ、入院料の収入増を図ります 
 

③ ＤＰＣ分析システムを活用して他医療機関との

ベンチマーク比較を行い、診断群による入院期間の

標準化や診療報酬の算定の適正化を図ります。 

 

④ 施設基準管理士の育成により、適正な施設基準の

届出や適時調査時の自主返還の抑制を図ります。 
 

⑤ レセプトチェックシステムを活用してレセプト

請求時期の残業時間の短縮と査定減に努めます。 
 

⑥ 薬剤指導管理や栄養指導、入退院支援など各種指

導業務の拡充に努めます。 
 

⑦ 放射線治療装置や手術支援ロボットといった高

度医療機器の活用を推進します。 
 

エ 公立病院として求められる医療の堅持 P34-37 

 

① 災害拠点病院としての使命を果たすため、災害活

動に資する院内設備（専用ヘリポート、緊急車両等）

の維持管理、固定業務など院内地震対策、大地震・

富士山噴火を想定した防災訓練を継続して実施し

ていきます。 

 

② 山梨赤十字病院、地元医師会等関係機関との緊密

な関係及び協力を得る中で、持続可能な救急医療体

制の構築を図っていきます 

 

③ リニアック更新整備及び外来化学療法の提供に

より地域がん診療病院の使命を果たすとともに、特

殊専門外来やダヴィンチ手術の充実により独自性

を発揮した医療を提供していきます。 

 

④ 「安心と信頼」の医療を構築するため、医療安全

委員会の定期開催など医療安全確保に向けた取組、

クリニカルパスの活用を進めます。 
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⑤ 国保直営の診療施設として、新たに整備した内視

鏡センターを活用し、予防医療の充実を図ります。 
 

⑶ 収支計画 P38-39 

 プラン記載のとおり  

 

 

Ⅲ 経営強化プランの詳細 

 

１ 役割・機能の最適化と連携の強化 

 ⑴ 地域医療構想等を踏まえた市立病院の果たすべき役割・機能 

   市全体の人口減少に対し、65 歳以上人口は今後も増加していく中で、

高度急性期医療については、富士北麓地域における急性期の一般総合病

院は当院と山梨赤十字病院のみという非常に厳しい医療環境に置かれ

ています。特に救急医療に関しては、両院の輪番によってかろうじてそ

の体制を維持しているのが実情です。そのため、限られた医療資源を有

効に活用することが必要であり、地元医師会と緊密な連携を図りながら、

開業医等民間で提供可能な医療はできる限り民間に委ねつつ、国保公立

病院として地域包括医療体制や高度医療の提供などの中心的施設とし

ての役割を果たしていきます。 

 

 

 

  ア 市立病院の役割 

    市立病院は、内科、外科、整形外科、小児科、産婦人科、泌尿器科、

耳鼻いんこう科、眼科など 31 の診療科で構成されており、本市には

複数疾患を抱える高齢者等も多いことから、各科の機能を生かし広く、

かつ高度な医療の提供をすることを役割とします。 

    特に、産婦人科については「お産ができる病院」として、本市のみ

ならず富士・東部医療圏で重要な役割を引き続き担っており、今後も

需要が見込まれることから医師、助産師の維持確保に努めます。また、

がん診療においては、リニアック棟における放射線治療、化学療法室

における治療、歯科口腔外科による口腔ケア、乳がん検診体制の強化

等その役割を担います。 

※ 地域包括医療 

  地域包括医療とは治療だけでなく保健サービス（健康づくり）、在宅

ケア、リハビリテーション、福祉・介護サービスのすべてを包含するも

ので、医療施設と福祉施設の連携や住民参加のもとに、地域ぐるみで誰

もが健康的な生活ができることを目指す医療のこと。 
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    また防災面では、富士北麓の「地域災害拠点病院」としての位置付

けから、平成 24 年度の改修により、ヘリポート施設の専用化を図り、

有事に備えた体制整備を行いました。今後も地域住民はもとより、世

界文化遺産富士山に関わる観光者を含め、住民の生命を広く守るため

に必要な医療体制の整備充実等、基幹病院としての責務を果たしてい

きます。 

  イ 地域医療構想について 

    2025 年（令和７年）、いわゆる「団塊の世代」が全て 75 歳以上とな

ることから、医療や介護の需要が大きくなることが見込まれ、現在の

医療、介護サービスの提供体制のままでは十分な対応ができなくなる

可能性があります。そこで、2025 年を見据え、限られた医療及び介護

資源を有効に活用して必要なサービスを確保するため、平成 28 年５

月、山梨県により地域医療構想が策定されました。 

    地域医療構想では、患者の状態に応じた適切な医療を地域において

効果的かつ効率的に提供する体制の整備に向け、2025 年の病床の機能

区分ごとの必要病床数、在宅医療等の必要量等が示されています。 

    地域医療構想における 2025 年の富士東部地域の必要病床数は、急

性期病床及び慢性期病床は充足されているものの、高度急性期病床、

回復期病床の不足が指摘されており、当院においては、富士東部地域

の急性期医療を担う中核病院としてハイケアユニット病床６床及び

一般急性期 204 床並びに回復期病床として地域包括ケア病床 50 床及

び回復期リハビリテーション病棟 50 床の合計 310 床を維持し、国や

県の医療方針にも留意する中、コロナ禍以前の約 80％の高い病床利用

率の維持を目指します。 

 

   ※ 富士・東部地域における 2025 年の必要病床数の推計 

（「山梨県地域医療構想」より） 

 



11 
 

   ※ 富士・東部地域における 2025 年の在宅医療等の必要量の推計 

（「山梨県地域医療構想」より） 

 
※赤枠で囲まれた部分は追加で在宅医療等の対応が必要となる医療需要 

 

 

 ⑵ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

  地域医療構想の実現に向けて 

    構想では急性期病床や慢性期病床の減床、回復期病床の増床が求め

られており、さらに在宅医療等の医療需要が伸びることなどが示され

ております。慢性期病床を減らすためにはその受け皿が必要であり、

在宅医療等の体制を構築していかなければなりません。 

    富士・東部地域において、各医療機関がどの程度の病床削減を目指

すのか、各地域においてどのようにして在宅医療等の体制づくりを行

うのかといった具体的なことについては、構想区域ごとに開催される

地域医療構想調整会議において、今後協議していくこととなります。 

    当院では、急性期病床 50 床を転換して地域包括ケアシステムの「医

療」の根幹となる地域包括ケア病床を平成 28 年９月に開設するとと

もに、令和元年７月には慢性期病床である療養病棟を回復期リハビリ

テーション病棟に転換し、在宅等への復帰に向け、医師・看護師・リ

ハビリスタッフ・医療ソーシャルワーカーなどが連携して支援を実施

しています。今後もこの回復期病床を継続して運用していくとともに、

各関係機関と協議を行い、さらなる連携を図る中で、構想実現に向け

て取り組んでいきます。 

    また、当該地域の在宅医療を担う診療所を支援するため、令和４年

７月に在宅療養後方支援病院の届出を行いました。今後は院内に訪問

看護ステーションの設置も計画しており、訪問看護や訪問リハビリテ

ーションを実施することにより、在宅患者を直接支援していく体制づ

くりも目指します。 
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 ⑶ 機能分化・連携強化 

   当院では、地域医療構想や新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、

病院間の役割分担と連携の強化として次の項目に取り組んでいきます。 

  ア 山梨赤十字病院との機能分化 

    富士北麓地域における急性期の一般総合病院は、当院と山梨赤十字

病院のみであることから、この地域において求められる医療提供体制

を確保するため、次の項目に継続して取り組みます。 

   (ｱ) 産科については、適切な医療提供を行うための医師確保に努め

るとともに、両院のかかりつけでない妊婦の救急搬送については、

小児二次輪番病院として受入れを行っていきます。 

   (ｲ) 小児科については、入院機能を継続するとともに、休日夜間対

応として小児二次輪番病院の役割を維持していきます。 

   (ｳ) 救急医療については、従来から提供している二次救急医療を継

続するため、引き続き、内科系・外科系の救急患者について山梨

赤十字病院との連携を図りながら対応していきます。 

  イ 地域の医師会との一次救急体制の調整 

    地域医師会である富士吉田医師会との調整を図り、在宅当番医によ

る休日の初期救急診療体制を維持するとともに、富士北麓地域におけ

る夜間等の二次救急医療の課題を踏まえ、救急体制のあり方について

も今後検討していきます。 

    また、新型コロナウイルス感染症などの新興感染症についての対応

は、パンデミック時における初期救急トリアージ体制が非常に重要な

ことから、今後も協働して新興感染症に備えるための協議の場を設け

ていきます。 

※ 回復期リハビリテーション病棟 

  回復期リハビリテーション病棟は、脳血管疾患又は大腿骨頸部骨折等

の患者に対して、ＡＤＬの向上による寝たきりの防止と家庭復帰を目的

としたリハビリを集中的に行うための病棟であり、回復期リハビリテー

ションを要する状態の患者が常時８割以上入院している病棟をいう。 

※ 地域包括ケア病棟 

  地域包括ケア病棟とは急性期治療を経過し、病状の安定した患者に対

して、在宅や介護施設等への復帰支援に向けた医療や支援を行う病床の

こと。 
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  ウ 在宅医が在宅患者を安心して診療するための後方支援体制の拡大 

    当該地域の在宅医療を担う診療所を支援するため、令和４年７月に

在宅療養後方支援病院の届出を行いました。訪問診療や往診のニーズ

は年々高まってきていることから、在宅医からの要請により入院が必

要となった患者の受入れをスムーズにできるよう、在宅医との連携の

強化・充実に努めていきます。 

 

 ⑷ 医療機能や医療の質、連携の強化等に係る数値目標 

  ア 医療機能に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

手術件数 2,687 2,700 2,750 2,775 2,800 2,825 

リハビリ件数 27,676 28,352 28,352 29,000 29,500 30,000 

分娩件数 227 250 240 230 220 220 

救急自動車 

搬送件数 
2,376 2,414 2,450 2,450 2,450 2,450 

 

  イ 医療の質に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

在宅復帰率 

(一般病棟) 
97.6% 97.5% 97.5% 97.5% 97.5% 97.5% 

在宅復帰率 

(地域包括) 
91.2% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 90.0% 

在 宅 復 帰 率

(回復期リハ) 
99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 99.0% 

クリニカル 

パス使用率 
61.0% 62.1% 62.1% 62.1% 62.1% 62.1% 
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  ウ 連携の強化に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

紹介率 48.9% 54.1% 54.1% 54.1% 54.1% 54.1% 

逆紹介率 37.1% 41.0% 41.0% 41.0% 41.0% 41.0% 

在宅療養者後

方受入数 
３人 

３人 

以上 

３人 

以上 

３人 

以上 

３人 

以上 

３人 

以上 

 

 

 ⑸ 一般会計負担の考え方 

   当病院事業は、市が開設する「公営企業」であるため、独立採算を旨

に健全経営に努めておりますが、公立病院には不採算医療や高度医療を

担うといった使命があり、その事業の補てんに供するという観点により、

一般会計から病院事業会計への繰出しが行われています。しかしながら、

その繰出しは一定のルールに従って実施される必要があります。 

   病院事業会計に対する一般会計からの繰出しの基準（いわゆる「繰出

基準」）については、総務副大臣通知を基本とし、地方交付税基準財政

需要額算入内容等を十分に勘案し整理します。 
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  ア 繰出基準 

    繰出基準に関する総務省通知の考え方に基づき、項目ごとに繰出金

を算定することを基本とします。 

 

  繰出基準（抜粋）                  （令和５年度） 

項 目 趣 旨 基 準 

病院の建設改良

に要する経費 

病院の建設改良費につい

て一般会計が負担するた

めの経費。 

病院の建設改良費及び企業債元利償還金のう

ち、その経営に伴う収入をもって充てること

ができないと認められるものに相当する額

（２分の１）。 

※平成 14 年度までに着手した事業に係る企

業債元利償還金にあっては３分の２ 

感染症医療に要

する経費 

感染症医療の実施に要す

る経費について、一般会計

が負担するための経費。 

医療法第７条第２項第２号に規定する感染症

病床の確保に要する経費のうち、これに伴う

収入をもって充てることができないと認めら

れるものに相当する額。 

リハビリテーシ

ョン医療に要す

る経費 

リハビリテーション医療

の実施に要する経費につ

いて、一般会計が負担する

ための経費。 

リハビリテーション医療の実施に要する経費

のうち、これに伴う収入をもって充てること

ができないと認められるものに相当する額。 

小児医療に要す

る経費 

小児医療の実施に要する

経費について、一般会計が

負担するための経費。 

小児医療（小児救急医療を除く。）の用に供す

る病床の確保に要する経費のうち、これに伴

う収入をもって充てることができないと認め

られるものに相当する額。 

救急医療の確保

に要する経費 

救急医療の確保に要する

経費について、一般会計が

負担するための経費。 

救急病院等を定める省令第２条の規定により

告示された救急病院等における医師等の待機

及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経

費等に相当する額。 

高度医療に要す

る経費 

高度な医療で採算をとる

ことが困難であっても、公

立病院として行わざるを

得ないものの実施に要す

る経費について、一般会計

が負担するための経費。 

高度医療の実施に要する経費のうち、これに

伴う収入をもって充てることができないと認

められるものに相当する額。 

院内保育所の運

営に要する経費 

病院内保育所の運営に要

する経費について、一般会

計が負担するための経費。 

病院内保育所の運営に要する経費のうち、そ

の運営に伴う収入をもって充てることができ

ないと認められるものに相当する額。 

保健衛生行政事

務に要する経費 

集団検診、医療相談等保健

衛生に関する行政として

行われる事務に要する経

費について、一般会計が負

担するための経費。 

集団検診、医療相談等に要する経費のうち、

これに伴う収入をもって当てることができな

いと認められるものに相当する額。 

医師及び看護師

等の研究研修に

要する経費 

医師及び看護師等の研究

研修に要する経費の一部

について繰り出すための

経費。 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の

２分の１。 
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病院事業会計に

係る共済追加費

用の負担に要す

る経費 

病院事業会計に係る共済

追加費用の負担に要する

経費の一部について繰り

出すための経費。 

当該年度の４月１日現在の職員数が、地方公

務員等共済組合法の長期給付等に関する施行

法の施行の日における職員数に比して著しく

増加している病院事業会計に係る共済追加費

用の負担額の一部。 

医師の勤務環境

の改善に要する

経費 

公立病院に勤務する医師

の勤務環境の改善に要す

る経費の一部について繰

り出すための経費。 

国家公務員である病院等勤務医師について講

じられる措置を踏まえて行う公立病院に勤務

する医師の勤務環境の改善に要する経費のう

ち、経営に伴う収入をもって充てることが客

観的に困難であると認められるものに相当す

る額 

医師等の派遣等

に要する経費 

公立病院及び公立診療所

並びに公的病院等におけ

る医師等の確保を図るた

め、これらの医療機関への

医師等の派遣及び医師等

の派遣を受けることに要

する経費について繰り出

すための経費。 

①公立病院及び公立診療所への医師等の派遣

に要する経費、②不採算地区に所在する又は

救急医療を担う公的病院等への医師等の派遣

に要する経費、③公立病院及び公立病院附属

診療所において医師等の派遣を受けることに

要する経費。 

地方公営企業職

員に係る基礎年

金拠出金に係る

公的負担に要す

る経費 

地方公営企業の経営健全

化に資するため、地方公営

企業職員に係る基礎年金

拠出金に係る公的負担に

要する経費の全部又は一

部について繰出すための

経費。 

繰出しの対象となる事業は、地方公営企業法

の全部又は一部を適用している事業で、前々

年度において経常収益の経常費用に対する不

足額を生じているもの又は前年度において繰

越欠損金があるもの。繰出しの基準額は、上

記事業の職員に係る基礎年金拠出金に係る公

的負担額。 

地方公営企業職

員に係る児童手

当に要する経費 

地方公営企業職員に係る

児童手当法に規定する児

童手当の給付に要する経

費の一部について繰出す

ための経費。 

地方公営企業職員に係る児童手当の給付に要

する経費の合計額。 

①３歳に満たない児童に係る給付に要する経

費の 15分の８、②３歳以上中学校修了前の児

童に係る給付に要する経費、③児童手当法附

則第２条に規定する給付に要する経費。 

 

  イ 一般会計繰出金の推移及び計画 

                           （単位：百万円） 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

収益的収支 646 687 683 662 649 643 

資本的収支 194 203 207 228 241 247 

合 計 840 890 890 890 890 890 

  ※ 収益的収支：救急医療費負担金等 

    資本的収支：企業債元金償還金 
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 ⑹ 住民の理解のための取組 

   地域住民にとって適切な受診への誘導や健康づくりの一助とするた

め、有用な情報提供に努めます。また、地元医師会等へは病院だよりを

郵送し、当院の診療情報を周知することで、他医療機関からの患者紹介

の増加や連携強化を目指します。 

 

広報活動の推進 行動目標等 

市広報紙への寄稿（「病院だより」、「医療の現場から」） 毎月１回 

ホームページの更新と内容の充実 毎月１回 

ふじよしだ市立病院だより「コラボ」の発行 年４回 

病院年報の発刊（病院 HP 掲載） 年１回 

ＣＡＴＶを活用した診療科の案内放送 月１回 

 

 

２ 医師・看護師等の確保と働き方改革 

 ⑴ 医師・看護師等の確保 

   医師不足や看護師・助産師不足が大きく叫ばれる昨今、医療スタッフ

の確保は喫緊の課題となっています。これは、病院経営上の問題のみな

らず、富士北麓地域の基幹病院としての役割を担う当院にとって重要か

つ積極的に取り組むべきものと考えています。 

   さらに、医療スタッフの確保や離職防止には、医療従事者としてのス

キルアップが図られる育成環境の醸成や働きやすい勤務環境の整備に

も配慮し、人材の確保や育成に努めます。今後においても良質な医療や

信頼される医療を引き続き提供します。 

  ア 人材の確保 

   (ｱ) 医師の確保 

     当院は富士北麓地域の基幹病院という位置付けではありますが、

大学病院とは異なり、他病院に対して医師・看護師の派遣を行える

ほどの人的資源を有しておらず、大学病院からの派遣により運営が

成り立っているのが現状です。今後においても、医師の派遣元であ

る山梨大学医学部附属病院、昭和大学附属病院、東京医科歯科大学

附属病院との連携を一層強固なものとし、勤務医が働きやすくやり

がいのある職場とするため、勤務環境の改善や医療機器の充実とい

った院内の環境整備を推進し、学会への参加等の研究・研修機会を

充実させることで、恒常的な常勤医師の確保に努めていきます。現

在の課題点として、麻酔科、放射線治療科、精神科など常勤医師の

確保が困難な診療科もあり、代替えとして非常勤医師を雇用してい



18 
 

るものの、その費用が多額になっていることから、引き続き大学病

院に対し医師の派遣を依頼し、早期に常勤医師の確保を目指してい

きます。 

   (ｲ) 看護師・助産師・薬剤師等医療スタッフの確保 

     看護師・助産師については、富士吉田市立看護専門学校や健康科

学大学、近隣大学等で、将来の地域医療の看護を担う人材の育成を

していることから、就職先として就職関連部署に積極的に働きかけ

を行うとともに、将来の看護師を確保すべく看護実習の受入れや当

院職員による出張講義の派遣を行っていきます。 

     コメディカル職員、医療事務職員等についても、本地域にゆかり

のある大学等からの実習の受入れを積極的に行うとともに、採用募

集の内容を幅広く周知し、人員の減少により各部署の勤務環境が悪

化することのないよう雇用を確保していきます。 

     職場選択時の判断材料として、入職後の研修体制を重視する傾向

がより顕著になっていることから、ｅ－ｌｅａｒｎｉｎｇシステム

や研修会の開催、参加補助などのＯｆｆ－ＪＴ、プリセプター制度

などＯｎ－ＪＴの導入など当院の研修体制について積極的にアピ

ールを行っていきます。 

   (ｳ) 病院経営に即した採用 

     病院職員の採用数については、年度初めに各所属の長から聞き取

りを行うとともに定数管理を勘案し、医療現場の実態と経営状況に

応じ、その必要性を鑑みて決定します。 

     特に、看護師など産休・育休により人手不足になりやすい医療職

の確保については、多様な雇用形態、採用条件の見直しなど人員確

保に努めていきます。 

   (ｴ) 働きやすい労働環境の整備 

     看護師はもとより他職種の職員も安心して働くことができるよ

う、令和２年度に新たに整備した保育所にじいろなど福利厚生面の

情報を発信し、その浸透を図る中で、ワークライフバランスに配慮

した多様な働き方を積極的に提案していきます。 

     就労支援の一環である保育所にじいろの運営について、今後も職

員からの意見等を取り入れる中で、より利用しやすいものへと改善

していきます。 

     令和２年度に策定した「富士吉田市立病院のハラスメントの防止

等に関する指針」について、定期的な周知を行うことにより、ハラ

スメント行為の発生を未然に防止し、労働意欲の向上と安心して仕

事に打ち込める労働環境の整備を今後も進めていきます。 
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人材の確保 行動目標等 

医師の確保 次の診療科等の常勤医確保 

・放射線治療科 

・精神科 

・皮膚科 

・病理診断医 

・がん薬物療法専門医（化学療法専門医） 

・麻酔科 

・脳神経外科 

病院経営に

即した採用 

・富士吉田市立看護専門学校等との連携 

・広域的な視点での採用情報の周知や各種実習の受入れ 

・病院ＨＰ・市広報・就職セミナーなどを通じた募集活

動の実施 

働きやすい

労働環境の

整備 

・福利厚生制度等の発信 

・保育所にじいろの安定的な運営 

・ハラスメント行為の防止 

 

  イ 人材育成の推進 

   (ｱ) 医療専門職の資質の向上 

     医療専門職の資質向上のため、認定看護師や放射線治療専門技士

などの各種認定資格の取得を支援します。また、コメディカル育成

事業を図ります。 

     令和５年９月に策定した富士吉田市立病院職員資格等取得助成

要綱に基づき、病院の機能向上や診療報酬加算のために必要な資格

等取得にかかる費用に対して助成を行うことにより、積極的な資格

取得による職員の資質の向上を目指します。 

   (ｲ) 接遇技術等の向上 

     治療は病院と患者さん双方の協働作業により、その効果を最大限

に発揮できるものと考え、患者本人の病状や年齢、生活環境等に応

じた説明や対応を十分に行える技術等を高めるため、委員会活動や

推進部会による患者満足度調査などを実施し、医療サービスの向上

に努めます。 
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人材育成の推進 行動目標等 

医療専門職の資質の

向上 

・「富士吉田市立病院職員研修規程」に基づく

研修参加の促進 

・「富士吉田市立病院職員資格等取得助成要

綱」に基づく、資格取得の促進 

接遇技術の向上 ・医療サービス向上委員会の開催 

・医療サービス向上推進部会の開催 

医療安全管理体制確

立のための人材育成 

・医療安全研修会の開催（年２回） 

 

 ⑵ 臨床研修医の受入れ等を通じた若手医師の確保 

  ア 「卒後臨床研修プログラム」による研修医の受入れ 

    臨床研修医の受入れは、将来における医師確保に大きく寄与するも

のであるため、山梨大学医学部附属病院との「卒後臨床研修プログラ

ム」による通年での研修医の受入れを実施しています。今後も、各種

カリキュラムを魅力のあるものとし、多くの研修医に参加してもらえ

るよう努めていきます。 

  イ 「ＡＣＣ総合診療実習」による研修医の受入れ 

    山梨大学医学部附属病院の要請を受け、短期間（５日）での臨床実

習「ＡＣＣ」の受入れを行っています。参加する若手医師の中に、将

来、当院での勤務を希望する医師が増えることを期待し、今後も継続

して受入れを行っていく方針です。 

  ウ 「ＥＣＥ早期臨床体験」による医学生の受入れ 

    山梨大学医学部の１年次生を対象とした臨床体験研修を受け入れ

ています。病院内の見学や看護師体験、各診療科の実習等を行う中で、

地域医療に興味を持ってもらうきっかけとし、医師免許取得後の専攻

医研修及び若手医師の将来的な就業先として当院を検討してもらえ

るよう今後も継続して実施していきます。 

  エ 専門研修プログラムによる専攻医の受入れ 

    専攻医を対象とした専門医を目指すための研修について、山梨大学

医学部附属病院、昭和大学医学部附属病院、都立小児総合医療センタ

ー、山梨県立中央病院等からの専攻医の受入れを行っています。医師

のキャリアを築く上でのベースとなる研修の受入れを今後も継続し

て実施することで、派遣元病院との繋がりを保つとともに、若手医師

の受入れにより人的資源を確保し、安定的な病院の運営につなげてい

きます。 
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若手医師の確保 行動目標等 

「卒後臨床研修プログラム」による研修医の受入れ 継続して実施 

「ＡＣＣ総合診療実習」による研修医の受入れ 継続して実施 

「ＥＣＥ早期臨床体験」 継続して実施 

大学・他医療機関との専門研修プログラム」による

専攻医の受入れ 

継続して実施 

 

 ⑶ 医師の働き方改革への対応 

  ア 「富士吉田市立病院医師労働時間計画」の策定 

    令和６年度の医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始を前

に、医療機関における医師の労働時間の短縮を計画的に進めていくこ

とが求められていることから、本院においては、「医師の働き方改革

ワーキンググループ」を立ち上げ、協議を重ねています。厚生労働省

所管の山梨県医療勤務環境改善推進センターの社会保険労務士から

の助言をいただく中で、「富士吉田市立病院医師労働時間計画」を令

和４年度に策定しました。本院については、国が示す基準であるＡ水

準を目指し、全職種で協力して医師の働き方改革を推進していきます。 

  イ タスクシフト・タスクシェアの推進、夜間宿直体制の見直し 

    この上限規制への対応策として、医師事務作業補助者・コメディカ

ルへのタスクシフトやタスクシェアの推進を行っております。看護師

職については特定行為を実践する看護師の育成、コメディカルについ

ては医療補助業務の取得に係る研修への参加を推進しており、チーム

医療として支えあう体制を整備していきます。 

    診療科間の業務量の偏りを軽減すべく、上級医師主導による夜間宿

直体制の見直しや院内における医療連携を実施し、医師の身体的・精

神的な負担の軽減を図ります。 

  ウ 在院記録管理システムの導入 

    医師の健康管理のため、在院記録管理システムによる出退勤管理を

行います。このシステムは、出退勤時に病院の出入口で職員が顔認証

をすることにより、在院時間が自動的にシステムに反映される仕組み

になります。これにより、客観的な労働時間の把握が可能となり、過

剰労働の早期発見や防止、メンタルヘルス不調や過労死のリスクの低

減等につながります。 

  エ 今後の医師の働き方改革の方向性 

    「医師の働き方改革ワーキンググループ」において、引き続き「富

士吉田市立病院医師労働時間計画」の更新と医師の勤務環境の改善に

向け、各種検討を進めていきます。診療科によっては「宿日直許可」
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の取得が必須な診療科もありますが、一方で「宿日直許可」は数字上

のもので実質的な医師の時間外労働の削減には寄与しない側面もあ

ることから、宿日直許可によらないで時間外勤務を減らしていく手法

の検討も行っています。今後も医師の時間外勤務の削減のために職員

一丸となって努力していきます。 

 

医師の働き方改革への対応 行動目標等 

「富士吉田市立病院医師労

働時間計画」の策定 

・Ａ水準の取得 

タスクシフト・タスクシェ

アの推進、夜間宿直体制の

見直し 

・医師事務作業補助者の育成 

・夜間宿直体制の見直し 

・院内における医療連携の推進 

在院記録管理システムの導

入 

・客観的な労働時間の把握 

・過剰労働の早期発見や防止等 

今後の医師の働き方改革の

方向性 

・医師の勤務環境の改善 

・宿日直許可によらない時間外勤務の 

 削減 

 

 

３ 経営形態の見直し 

  現在、本市の病院事業は、「地方公営企業法の一部適用」により運営し

ています。ガイドラインでは、経営形態の見直しに係る選択肢として、①

地方独立行政法人化（非公務員型）、②地方公営企業法の全部適用、③指

定管理者制度の導入、④事業形態の見直しの 4 つ選択肢が示されておりま

す。 

  現時点において当地域の中核をなす公立病院としての使命を果たすた

めには、直営による安全安心な医療サービスを直接提供することに意義が

あることと判断しており、事業譲渡による民営化や指定管理への移行は困

難であると思われます。しかし、今後益々厳しさを増すことが予想される

社会状況においては、その経営形態自体の見直しも経営改善を進めるため

の選択肢として必要になると考えることから、経営に与える効果や他病院

における成果等を検証してまいります。病院事業をより独立した組織とし、

その権限と責任を明確にすることで現場職員における能動的な改善策の

推進効果が挙げられるよう、職員各人の努力と研鑽を図ってまいります。 
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４ 新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症への対応 

   当院は、令和２年３月 31 日に富士北麓・東部地域で初めて新型コロ

ナ患者を受け入れて以降、令和２年８月１日からは山梨県の新型コロナ

ウイルス感染症受入重点医療機関として山梨県の病床確保計画に基づ

き、感染拡大のフェーズに応じた病床を確保し、患者の受入れを行って

きました。 

   新型コロナウイルス感染症の感染拡大時における対応や医療提供体

制の考え方については、感染症法上の位置付けが５類に移行した以降

刻々と変化していることから、今後も引き続き、国や県の要請に応じた

役割を果たしてまいります。 

 

※ 地方公営企業法の一部適用 

  地方公営企業法とは、地方公共団体が運営する水道、交通、病院など

の各種事業を地方自治法や地方財政法などで規制をすると企業体とし

て能率的な運営が難しいとの考えから昭和 27 年に制定されました。そ

して、同法の「財務」関係のみを適用し、組織上は市長部局の一部門と

するのが「地方公営企業法の一部適用」と言います。 

※ 地方公営企業法の全部適用 

  前述の一部適用は、財務のみでしたが、これに「組織」、「職員の身分

の取扱」に関する規定などを含めて適用することを「地方公営企業法の

全部適用」と言います。 

  一部適用における経営者は市長ですが、全部適用の場合には事業管理

者が経営責任者となり、人事、予算（契約行為を含め）などにつき広範

な権限を持ち運営されることになります。そして、事業管理者の下、診

療報酬制度の改定に即した人員配置や勤務形態の設定、医療スタッフの

確保、物品購入などを迅速かつ弾力的に行うことで経営効率を上げるこ

とが期待できます。 

※ 非公務員型地方独立行政法人 

  地方独立行政法人法には、公共上の見地から確実に実施すべき事務事

業のうち、地方公共団体自らが行う必要の無いものは非公務員型、中立

性や公平性を特に確保する必要があるため職員に地方公務員の身分を

与えるものが公務員型となります。いずれの場合にも、当該法人の長は

広範な権限行使が可能であることや単年度予算主義から中期計画によ

る複数年での運営となるため、予算執行における弾力性向上がある。 
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 ⑵ 新興感染症への平時からの取組 

   当院は富士東部地域唯一の感染対策向上加算１の届出病院であり、当

該地域の山梨赤十字病院、都留市立病院、大月市立中央病院、上野原市

立病院や地域の医師会、富士東部保健所と連携し、中心的な役割を担っ

ています。定期的にカンファレンスを行っており、令和５年２月には富

士東部保健所と共同で新興感染症を想定した訓練を開催しました。訓練

については今後も年１回の開催を予定し、今後も新興感染症へ備えた取

組を継続していきます。また、山梨県感染症対策連携協議会を通じ、新

興感染症に備えた医療体制づくりを国と県と連携して進めていきます。 

 ⑶ 新興感染症に備えた当院の取組 

   新興感染症の感染拡大に備えるため、当院では具体的に次の対応を行

っていきます。 

  ア 感染症専門人材の確保・育成 

    感染症専任医師が現在１名であり、非常時に備えて代替の医師の選

任と育成に取り組む予定です。 

  イ 感染防護服等の備蓄 

    新型コロナウイルス感染症の感染拡大時に防護服、マスク等が不足

した事態を教訓に、備蓄管理の徹底を行っていきます。 

  ウ 標準予防策の徹底 

    感染対策担当を中心に平常時からのうがいや手洗い、手指消毒、マ

スク着用の徹底に取り組んでいきます。 

  エ 感染症病床の整備 

    現在４床ある感染症病床の空調設備等の日々のメンテナンスを計

画的に行っていきます。 

  オ ＢＣＰの策定 

    上記４項目を考慮した新興感染症ＢＣＰ（事業継続計画）を策定し

ました。今後はこの計画を運用する中で課題点を改善しつつ、より効

果的で実効性のある計画を目指していきます。 

 

５ 施設・設備の最適化 

 ⑴ 施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

   施設や設備については、日頃からの点検・診断により、適正な時期で

の修繕や予防的な修繕等を実施し、適正な管理に努めています。しかし、

当院が現在地に移転してから 22 年以上が経過し、経年劣化に伴う大規

模な更新が必要な状況でもあります。 

   このことから、将来に渡って病院機能を維持していくため、令和５年

度に「富士吉田市立病院長寿命化計画」を更に充実した内容へと改定し、

費用の平準化を図りながら、計画的な施設・設備の更新を進めていきま
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す。 

   医療機器については、院内各部門の代表者で構成された医療機器等購

入選定委員会において、当院の役割や地域医療としての必要性などに鑑

み、導入目的及び投下資本回収の検証をしっかりと行い、組織的な意思

決定のもと計画的な導入・更新を進めていきます。また、病院移転時に

整備した多くの医療機器が耐用年数を経過していることから、故障等に

より医療提供が滞ることのないよう、更新の必要性、優先順位、財源等

について精査・検討していきます。 

 ⑵ デジタル化への対応 

   医療の質の向上や医療情報の連携、院内全体の働き方改革、病院業務

の効率化などを目的にデジタル化を推進します。 

   当院では、現在までに電子カルテや部門システム、自動精算機などを

導入しデジタル化を進めてまいりました。今後についても、問診ＡＩシ

ステムやＡＩ画像診断装置等の新たな医療技術、医師の働き方改革に則

った勤怠管理システムその他様々な業務効率化ツールについて情報収

集に努めます。なお、デジタル化に当たっては、導入後の運用、ランニ

ングコストを含めた費用対効果を見極めながら導入していきます。また、

昨今のランサムウェアなどによる医療機関へのサイバー攻撃への対応

として、常に体制や情報のアップデートを行うとともに、職員への研修

を通じて院内全体の情報セキュリティを高めることで、医療情報事故を

未然に防ぎ、医療機能の維持継続を図ります。 

 

 

６ 経営の効率化等 

 ⑴ 経営指標に係る数値目標 

   令和２年度以降において収支状況は改善傾向にあるものの、新型コロ

ナウイルス感染症関連の補助による影響が大きいことがその要因とし

て挙げられます。今後は、新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い

徐々に補助が縮小される中で、いかに空床が解消された病床の利用率を

上げ、収益を伸ばしていくかが重要となってきます。このことから、数

値目標については、新型コロナウイルス感染症流行前である令和元年度

の病床利用率等の数値を基準とし、令和９年度に経常収支比率の黒字化

を目指す方針で設定します。 
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  ア 収支改善に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

経常収支比率

（％） 
100.6 91.8 94.0 96.1 98.8 100.1 

医業収支比率

（％） 
84.5 85.2 87.7 90.2 93.9 95.4 

修正医業収支

比率（％） 
83.1 83.8 86.4 88.9 92.6 94.1 

 

  イ 収入確保に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

一日平均 

入 院 患 者 数

（人） 

195 198 210 222 234 240 

一日平均 

入 院 患 者 数

（人） 

632 638 644 650 656 660 

患者１人１日

当たり入院収

入額（円） 

59,703 59,703 60,007 60,007 60,314 60,314 

患者１人１日

当たり外来収

入額（円） 

15,067 15,188 15,387 15,508 15,709 15,830 

病 床 利 用 率

（％） 
61.9 65.9 69.9 73.9 77.9 80.0 

平均在院日数 

（一般病床） 
9.5 10.0 10.5 11.0 11.5 12.0 

※ 病床利用率は、療養病床を含む 300 床におけるもの 
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  ウ 経費削減に係るもの 

年 度 
Ｒ４ 

(実績) 

Ｒ５ 

(見込) 

Ｒ６ 

(計画) 

Ｒ７ 

(計画) 

Ｒ８ 

(計画) 

Ｒ９ 

(計画) 

職員給与費対

医 業 収 益 率

（％） 

56.9 57.5 57.0 57.0 56.5 56.0 

材料費対医業

収益比率（％） 
23.8 22.6 22.6 22.5 22.4 22.3 

経費対医業収

益比率（％） 
19.7 18.9 18.9 18.8 18.7 18.6 

 

 ⑵ 目標達成に向けた具体的な取組 

  ア 民間的経営手法の導入に伴う具体的な取組 

    病院事業経営を効率的かつ効果的に行うため、管理機能の強化を進

めます。また病院職員の経営参画意識の醸成を図るため開催している

「経営企画会議」「院内幹部会議」の運用を継続し、経営改善に繋げ

てまいります。 

   (ｱ) 病院経営体制について：一部適用（財務適用継続） 

    ① 経営形態は引き続き検討を進めますが、国民健康保険直営診療

施設であることから予防医療等、市の医療行政との連携を密に、

当面、市が直接地域医療を担う方向で経営を図ります。 

    ② 経営に関する課題として、診療収入面における情報収集や分析、

これに基づいた適時のプランニング策定の機動力を高めること

が挙げられます。専門性・企業性等を発揮するには、院内の経営

意識を高め企画立案分析の出来る特化したスタッフが必要であ

ることから、今後、この役割を担うことのできる人材の育成を図

ります。 

    ③ 「経営企画会議」及び「院内幹部会議」の開催：継続実施 

      病院事業の主要課題や医療制度改革への対応など、短・中・長

期的な課題に対する検討を行うための仕組みとして、また、事業

経営方針を的確に実践活動へ反映させる組織として、上部組織に

経営企画会議・中間組織として院内幹部会議を位置づけ運用して

おり、この運用を継続し、経営戦略の立案など病院マネジメント

機能の強化を引き続き図ります。 
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病院経営体制について 行動目標等 

経営形態（財務適用） 直営継続：一部適用 

経営企画の体制の強化 人材育成：研修参加等 

経営企画会議及び院内幹部会議の開催 継続実施 

 

   (ｲ) 経営情報等の分析強化 

    ① 電子カルテシステムを活用し、経営情報等の分析を更に充実し

ます。 

    ② 職員の経営参画意識を醸成するため、経営企画会議・院内幹部

会議を通し経営情報の院内共有化を図り病院経営に生かしてお

りますが、当然、他病院の財務情報も収集し、各項目の比較検証

を行います。 

経営情報の分析強化 行動目標等 

電子カルテシステムの活用 継続実施 

経営情報の共有化と職員の経営参画意識の醸成 継続実施 

他病院財務情報との比較検証 継続実施 

 

   (ｳ) 目標管理の徹底 

     現在目標設定を行っている月次収支のほか経営判断に資する目

標値の設定について検討します。目標管理については、経営企画会

議において引き続き検証評価を行います。 

目標管理制度の徹底 行動目標等 

経営判断に資する目標値の設定及び検証評価 継続実施 

 

  イ 経費削減・抑制対策 

    病院事業の多種多様にわたる経費について、規模、患者数、病院の

有する機能など多角的な観点から検証を行い、他病院の成功実績など

参考にしながら経費削減対策に引き続き取り組んでいきます。 

   (ｱ) コスト削減の推進等 

    ① 診療材料費等の削減 

     ○ 医薬品を含めた診療材料等の経費は、医業費用の約５分の１

を占めています。そこで、全国に診療材料等の物流ネットワー

クを持つ民間事業者に物流管理（ＳＰＤ）業務を委託し、民間

事業者が持つ全国データのベンチマークシステムを活用し、コ

スト削減に取り組んでいきます。また、医薬品を除く診療材料

等は、診療材料の過剰購入や未使用廃棄のリスクを低減するこ

とを目的に実際に使用する物だけを購入する預託在庫方式を
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採用していきます。なお、物流管理（ＳＰＤ）業務の契約更新

に当たっては、プロポ－ザルにより民間事業者から広く技術提

案を求め、業務内容の比較検証を行い、更なるコスト削減を目

指します。 

     ○ 医薬品については、薬価改定率や卸価格を精査し、妥当性の

高い納入先の決定に努めるとともに、ジェネリック薬品の運用

拡大も更に検討します。 

     ○  病院内に設置されている診療材料委員会及び薬事委員会を

今後も定期的に開催し、採用品目の数や価格の検証を行います。 

     ○ 臨床検査適正化委員会を通じ、引き続き各診療科検査項目の

適正化を図り、試薬費用の削減にも努めます。 

    ② コスト意識の醸成と経常経費節約活動の実施・継続 

     ○ 他院の状況等を精査比較し、その結果を職員に明示すること

で意識を促し、過大となっている項目についての経常経費削減

方法を具体的に検討実施します。 

     ○ 施設面では、省エネ対策として、施設管理業者との連携によ

り、院内空調自動制御システム「ＳｍａｒｔＳｔｒｅａｍ（ス

マートストリーム）」を導入しています。このシステムは、最

先端ＩＣＴにより室内の温度・湿度の状況を常に監視しながら、

水冷式空調に関わる全ての機器を効率的に自律制御する空調

制御システムで、快適性を維持しながらエネルギーの消費を抑

えるものです。近年、新型コロナウイルス感染症の換気対策に

よりこのシステムを十分に活用できていないことから、今後は

換気対策とバランスをとりながら省エネ効果を得られるよう

なシステムの活用方法を検討していきます。 

     ○ 院内の節電対策として、古い照明設備を省エネルギー性能の

高いＬＥＤ照明へ随時更新しており、令和４年度には、山梨県

の省エネ・再エネ設備導入加速化事業費補助金を活用してＬＥ

Ｄ化を進めました。今後も引き続き、照明設備のＬＥＤ化を進

めていきます。 

     ○ 近年の光熱費高騰への対策としては、職員一人一人がコスト

意識をもつことが重要であるため、日頃から節電や省エネを意

識してもらえるような働きかけを行っていきます。 
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コスト削減の推進等 行動目標等 

診療材料費等の削減 ・ベンチマークシステムの活用 

・預託在庫方式の継続採用 

・プロポーザルによるＳＰＤ業務の再検証 

・薬品費 平均薬価差益率 14％確保 

・診療材料対償還価値引率 15％継続確保 

コスト意識の醸成と経

費節約活動の実施・継

続 

・病院職員向け経営状況説明会の開催 

・院内空調自動制御システム、ＬＥＤ化等に

よる省エネ対策 

 

   (ｲ) 委託業務の見直し 

     医事業務や病院給食、検査・物流管理をはじめ多くの業務を委託

化しておりますが、今後も新たな委託業務の可能性や採算性の検討

を行うとともに、各種業務の安全性や信頼性の確保の下、不断に見

直しを行い、委託業務の効率化を図ります。 

委託業務の見直し 行動目標等 

委託業務の見直し 業務効率化の検討を実施 

 

   (ｳ) 後発医薬品（ジェネリック）導入の拡大 

     平成 21 年４月よりＤＰＣ病院となり、購入金額や薬価差益を十

分検討し、患者負担の軽減と収益確保の両立を図るため、後発医薬

品（ジェネリック）導入の拡大等引き続き図ります。 

後発医薬品導入の拡大 行動目標等 

後発医薬品導入率 後発薬品の院内シェア 80％以上の維持・向

上（後発のある先発薬品の合算のシェア） 

 

 

 

  ウ 収入確保対策 

    診療報酬の減額改定が続いている状況下、より収益効果の見込める

施設基準等の取得や体制整備に努めます。 

   (ｱ) 診療体制の充実 

    ① 施設の拡充整備 

※ ＤＰＣ 

  ＤＰＣ（診断群分類包括評価）とは、医療費の定額支払い制度に使わ

れる評価方法で、患者の病気（診断群分類）によって診療報酬が決まる

制度。 
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      平成 13 年５月開院後、多様な医療需要に応えてまいりました

が、それから 22 年以上が経過する中で施設の狭隘が顕在化した

ため、院内施設の移転・廃止を含めた拡充整備を進めます。拡充

整備に当たっては、新たな院内スペースの確保だけでなく、福利

厚生の充実、予防医療及び回復期機能の強化等を図ります。 

年 度 内 容 

Ｒ２ 西別館に保育所にじいろを新設工事 

Ｒ３ 旧保育室をリハビリテーションセンターに拡充工事 

Ｒ４－Ｒ５ 旧レストランを内視鏡センターに改修工事 

Ｒ５ 旧内視鏡室を健診センターに改修工事 

Ｒ６ 旧健康管理室を血液浄化センターに拡充工事（予定） 

 

    ② 常勤医の確保 

      現行の診療体制の維持を図りつつ、非常勤となっている診療科

の常勤医確保を目指すため、派遣元である各大学病院との連携を

更に深めるとともに関係機関の協力も得ながら診療体制の充実

に努めます。 

    ③ 産科体制の継続 

      近隣町村においてお産可能な病院は、当院と山梨赤十字病院、

都留市立病院の３病院のみであり、引き続き受入れ体制の継続が

課題となっています。地域周産期母子医療センターとしての役割

も踏まえ、医師の確保はもちろん助産師の充足等さらに今後も人

材の維持確保に努め、産科受け入れ体制の整備を図ります。 

    ④ 透析患者受入れ体制の拡充 

      現状の受入れ 33 人枠のベッド運用の継続と逆ろ過透析・オン

ラインＨＤＦ等に対応する機器整備により、診療報酬の向上と生

理食塩水等のコスト削減を図ります。 

    ⑤ 回復期リハビリテーション病棟の運用 

      地域医療構想より富士東部地域における回復期病床の不足が

指摘されていたため、令和元年７月に療養病床を回復期リハビリ

テーション病棟に転換し、要リハビリテーション患者の峡東地域

への流出を抑制するとともに回復期病棟の充実を図りました。令

和５年６月には回復期リハビリテーション病棟入院料を５から

３に引き上げ、入院料の収入増を図ります。 
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    ⑥ 地域包括ケア病棟の運用 

      平成 28 年９月より、急性期病床 50 床を回復期病床に転換、地

域包括ケア病棟として運用を開始しました。今後定期的に開催さ

れる地域医療構想調整会議の場において、各関係機関との協議・

調整の結果に応じ、必要が生じた場合は運用の強化、見直しを行

います。 

診療体制の充実 行動目標等 

施設の拡充整備 医療需要に応えるため増築計画 

常勤医の確保 放射線治療科、精神科等の常勤医確保 

産科体制の整備 産婦人科医師の増員充実 

回復期リハビリテーション

病棟の運用 

富士東部地域での回復期リハビリテー

ションの充実 

地域包括ケア病棟の運用 地域医療構想調整会議の推移を注視 

 

   (ｲ) 診療報酬の確保 

    ① ＤＰＣ分析システムの活用 

      ＤＰＣ分析システムの活用により、他医療機関とのベンチマー

ク比較が容易になり、診断群による入院期間の標準化や診療報酬

の算定の適正化を図ります。 

    ② 施設基準管理士の育成 

      施設基準管理士の育成により、適正な施設基準の届出や適時調

査時の自主返還の抑制を図ります。 

    ③ 診療報酬請求体制の強化 

     ○ 平成 31 年１月から導入したレセプトチェックシステムによ

り、ヒトの目視点検からオートメーション化に移行し、レセプ

ト請求時期の残業時間の短縮と査定減を実現し、今後システム

の精度を高め、更なる時間短縮と査定減に努めます。 

     ○ 患者負担分の未収金の収入確保対策の強化策により、未収金

の縮減に努めます。 

    ④ 使用料及び手数料の見直し 

      差額ベッド料金や文書料などの使用料や手数料について、多く

の事例を参考にしながら、より適切な料金設定を検討し、増収と

受益者負担の公平化を進めます。 
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診療報酬の確保 行動目標等 

ＤＰＣ分析システムの活用 ・診断群による入院期間の標準化や

診療報酬の算定の適正化 

施設基準管理士の育成 ・施設基準の適正化 

診療報酬請求体制の強化 ・レセプトチェックシステムの充実 

・未収金対策の実施 

使用料及び手数料の見直し ・他病院等の実態調査及び見直し 

 

   (ｳ) 各種指導業務の拡充 

    ① 病棟薬剤業務の確保 

      医師・看護師同様に病院薬剤師の確保が困難になる中、病棟薬

剤業務実施加算の維持を目指し、薬剤師の確保を目指しつつ、入

院患者等に対する薬剤管理指導や無菌製剤処理業務の拡大を図

ります。 

    ② 栄養サポートチーム（ＮＳＴ）の充実 

      栄養サポートチーム（ＮＳＴ）の活動を更に積極的に推進し、

栄養管理加算の拡大と医療サービスの向上に努めます。 

 

 

    ③ 入退院支援業務の充実 

      平成 30 年４月に入退院支援センターを設置し、同年７月より

入退院支援加算２の届出を行い、収益の向上とともに医師や外

来・病棟看護師の業務負担の軽減と患者サービスの拡充を図りま

した。さらに、令和４年８月には入退院支援加算１の届出を行っ

ており、引き続き収益向上を目指します。 

各種指導業務の拡充 行動目標等 

薬剤指導管理の拡大 7,000 件/年 

栄養サポートチーム加算の拡大 240 件/年 

入退院支援加算の充実 1,200 件/年 

 

   (ｴ) 高度医療機器等活用の推進 

      がん治療としての放射線治療装置（リニアック）はもとより、

令和２年度には手術支援ロボット（ダヴィンチ）を導入し、高度

※ 栄養サポートチーム（ＮＳＴ） 

  基本的医療の１つである栄養管理を、症例個々や各疾患治療に応じて

適切に行うことであり、これを実施する多職種で構成するチームのこと

をいう。 
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医療機器等の整備を更に進めていますが、これら機器類の稼働率

向上を図ります。また、リニアックについては導入から 10 年以

上が経過していることから、高度医療の提供が途切れることのな

いよう計画的に更新を図っていきます。今後も他の医療機関等か

らの依頼によるオープン検査の受託拡大にも努めます。 

高度医療機器活用の推進 行動目標等 

リニアックの運用 4,000 件/年 

ダヴィンチによる手術 60 件/年 

 

  エ 公立病院として求められる医療の堅持 

    公立病院は、救急医療をはじめとする高度・不採算部門についても

積極的に対応することが求められます。特に、当院は富士北麓地域に

おける唯一の公立病院であり、地域住民が安心して住み続けられるよ

う、必要とされる医療の提供に努めます。 

   (ｱ) 公益・公共性の高い医療 

    ① 災害拠点病院としての機能 

     ○ 当院は、富士北麓地域における地域災害拠点病院としての使

命を果たすため専用ヘリポートを備え、ドクターヘリによる平

時からの患者搬送はもとより、災害時には防災ヘリによる患者

搬送や住民避難が可能となっています。また、令和３年度には

「ＤＭＡＴ」等災害派遣時使用可能な緊急車両（救急車）及び

関連医慮機器を整備し、令和５年度には中部ブロック９県のＤ

ＭＡＴ実働訓練に連動した富士山噴火避難訓練を実施しまし

た。今後も、災害時における医療活動や患者避難等を円滑に進

めることができるよう体制の整備を進めていきます。 

 

 

     ○ 院内の地震対策として、令和４年度には、什器備品類や医療

機器等の固定業務を実施し、地域の災害医療を担うために必要

な職員の身の安全を確保しました。引き続き、災害時において

も医療提供を継続させるために必要となる院内の地震対策に

ついて検討を進めます。 

     ○ 富士山噴火対策として、令和３年３月に富士山ハザードマッ

プが改定されたことから、令和４年４月に内閣府の支援事業を

※ ＤＭＡＴ（Disaster Medical Asistance Team） 

  「ＤＭＡＴ」とは、医師、看護師、救急救命士、事務員などで構成さ

れ、大規模災害や事故などの現場に急性期（おおむね 48 時間以内）に

活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チームのこと。 
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活用し、富士山噴火避難確保計画を策定しました。今後はこの

計画に基づき、避難訓練を実施するとともに、富士山噴火にお

ける要配慮者の避難等には課題も多くあることから、様々な訓

練等を通して国・県との協力体制を構築し、課題解決に努めて

いきます。 

    ② 救急医療体制 

      現在、山梨赤十字病院との輪番制により、救急医療を担ってい

ますが、両院勤務医に大きな負担を強いている状況です。平成 20

年 10 月には、小児初期救急医療センターが開設され、小児科に

おける一次と二次の体制が構築されましたが、内科・外科の輪番

体制はかわらず、東部地域への協力も求められており、同日内

科・外科当番体制も視野に検討して参ります。今後も、地元医師

会等関係機関との緊密な関係及び協力を得る中で、持続可能な救

急体制の構築を図っていきます。 

公益・公共性の高い医療 行動目標等 

災害拠点病院としての

機能 

・ＤＭＡＴ研修への参加と隊員の充実 

・トリアージ訓練の実施 

・病院機能維持のためのライフライン確保 

・災害マニュアルやＢＣＰマニュアルの更

新 

・富士山噴火避難確保計画の更新 

・富士山噴火を想定した避難訓練の実施 

救急医療体制 山梨赤十字病院・富士吉田市立病院連絡会

議の継続実施、富士・東部保健医療推進委

員会への参加・協力 

 

   (ｲ) 地域医療連携機能の充実 

    ① 地域医療連携機能の充実 

      「富士吉田市立病院だより」などの広報を活用して地元医師会

への情報発信を行うことで、地域医療連携機能の充実を図ります。 

    ② 患者紹介率の向上 

      他医療機関との連携推進により、患者紹介率の向上を図ります。 

    ③ 協働体制の推進 

     ○ 地域医療連携協議会を通じ、地元医師会との情報交換の実施

や研修会等の共同開催の検討など協働体制を推進します。 

     ○  山梨赤十字病院との連絡会議の定期開催による連携を図り

ます。 
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地域医療連携機能の充実 行動目標等 

地域医療連携室の体制強化 「病院だより」による医師会への情報 

発信 

患者紹介率の向上 平均患者紹介率 50％→60％ 

協働体制の推進 地域医療連携協議会の開催、研修会等の

共同開催、赤十字病院との連絡会議開催 

 

   (ｳ) 独自性を発揮した医療の提供 

    ① 特殊専門外来の充実 

      現在、特殊専門外来として、「呼吸器外来」、「糖尿病外来」、「小

児の特殊診療（腎臓・神経・心臓・内分泌・慢性疾患）」、「体外

衝撃波結石治療」、「リンパ浮腫外来」、「緩和ケア外来」、「脊椎外

来」、「スポーツ外来」、「リウマチ外来」を行っています。今後も

各医師の専門分野による特殊外来の充実を図り、複数診療科を持

つ病院としての特色をいかした総合診療を目指します。 

    ② ダヴィンチ手術の充実 

      現在、泌尿器科のみ実施しているダヴィンチ手術を他の診療科

でも実施することを検討します。 

    ③ 「がん」診療の充実（地域がん診療病院の使命） 

      平成 25 年度に外来化学療法室を９床整備し、投薬治療の充実

を図るための環境整備を行いました。今後も設備の充実や医療ス

タッフの育成を行います。併せて、導入から 10 年以上が経過し

ているリニアックの更新整備を行い、富士東部地域唯一の地域が

ん診療病院としての使命を果たしていきます。 

独自性を発揮した医療の提供 行動目標等 

特殊外来の充実 新たな特殊外来の検討 

ダヴィンチ手術の充実 60 件/年（再掲） 

「がん」診療の充実：（地域がん

診療病院の使命） 

リニアック更新整備及び外来化学

療法の充実 

 

   (ｴ) 「安心と信頼」の医療 

    ① 院内における医療安全の推進 

     ○ 医療安全管理室を中心に、院内における医療安全の推進を図

ります。 

     ○  院内運営組織として現場管理者等で構成される医療安全委

員会や医療事故防止対策部会を定期的に開催し、医療安全、リ

スクマネージメント、感染防止など医療安全対策に引き続き取
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り組んでいきます。 

     ○  院内で発生したインシデント等はシステム上で管理してお

り、全職員がリアルタイムに情報共有できます。本システムを

効率的に運用する中、委員会の例月開催を通じ、事故の未然防

止につなげていきます。 

    ② クリニカルパスの活用 

      平成 21 年４月にはＤＰＣ病院となり、これまで以上に効率的

な入院治療が求められるため、検査の実施項目や診療手順など再

評価を繰り返し、現行クリニカルパス（入院診療計画書）の内容

の充実・活用を更に図りつつ、今後も平均在院日数の適正化に努

めます。 

    ③ 健康管理支援 

      当院は、国保直営の診療施設であることから、予防医療の観点

からも、院内の様々な検査機器を活用しつつ、利用者のニーズに

沿った検査項目や料金を設定することで人間ドック・検診等の利

用件数の増を図ります。また、令和５年度には施設改修により新

たな内視鏡センターを整備し、１診から２診へと健診体制の更な

る充実化を図りました。今後は、新たな施設を活用し、外科・内

科等の内視鏡検査や処置の件数を増やして収益向上を目指して

いきます。 

    ④ 患者・利用者サービスの向上 

      患者満足度調査の実施や意見箱に寄せられた投書により、患者

を含め来院者ニーズの適切な把握と対応に努めます。 

「安心と信頼」の医療 行動目標等 

院内における医療安全の

推進 

・医療安全委員会の開催 月１回の継続 

・医療事故防止対策部会の開催 月１回

の継続 

クリニカルパスの活用 ・一般病床平均在院日数の適正な管理 

健康管理支援 ・人間ドッグ受入れ体制の充実 

患者・利用者サービスの 

向上 

・患者満足度調査の実施 

・外来待ち時間調査の実施 
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 ⑵ 収支計画 

  ア 収益的収支 
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  イ 資本的収支 

  

 

 

Ⅵ 点検・評価・公表等 

  本プランで設定した数値目標については、毎年度の決算に併せて点検・

評価を行い、その結果をホームページで公表します。また、評価の結果、

実績と数値目標とが著しく乖離し、かつ、その状態が引き続き見込まれる

場合、山梨県地域保健医療計画及び山梨県地域医療構想の改定によりその

内容と齟齬が生じた場合は、本プランを適宜改定していきます。 
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